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１．修正の経緯 －概要図－

震災対策の推進

(県・市町村・防災機関・県民一
丸となった取組)

～H20 H21 H23H22 H24～

Ｈ１２
宮城県沖地震の
長期評価公表

Ｈ１３
長町・利府線断層帯
長期評価公表

H14～H15
宮城県第三次

地震被害想定調査

Ｈ１７ 宮城県沖地震を想
定した強震動の評価（一
部修正版）

H22～H23
宮城県第四次
地震被害想定調査

宮城県地域防災計画
H16.6修正 震災対策編 H17.6修正 風水害等災害対策編
H18.8策定 日本海溝特措法編 H20.7修正 原子力災害編

結果を
反映

宮城県地域防災計画
震災対策編，日本海溝特措法編

の修正

結果を
反映

修正
作業

H23.6

津波対策の推進に関する法律

H23.12

防災基本計画の修正

H23.12

津波防災地域づくりに関する法律

H23.9
東北地方太平洋沖地震を教訓とした
地震・津波対策に関する専門部会報告

●震災後の国の動向

Ｈ20 日本海溝・千島
海溝周辺海溝型の
地震防災戦略

減災目標（地域目標）
を定めるよう地方公共団体
に要請

3

.

1

1

東
日
本
大
震
災

Ｈ
２
３

震
災

6

か
月
の
検
証

津波対策
行政機能の
維持・確保

初期の
情報収集

物資の
備蓄・輸送

災害時要援
護者対策

H24.6 災害対策基本法改正
H24.9 防災基本計画の修正
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１．修正の経緯 －地域防災計画修正の流れ－

県地域防災計画

県の組織を含む
防災関係機関 地域防災計画時点修正依頼

時点修正

修
正
案
作
成

専門部会委員の助言・指導

地域防災計画修正の素案作成
素案の内容確認

意
見

専門部会委員の助言・指導

地域防災計画の修正案作成
修正案の内容確認

専門部会委員の助言・指導

防災会議幹事会

防災会議

H25.3県地域防災計画（地震災害対策編、津波災害対策編、風水害等災害対策編)の発刊
国（消防庁）への報告、各防災関係機関への配布

意
見

H24.6

H24.9

H24.11

H24.4

H24.４４４４防災会議幹事会

H25.1

H25.2

※風水害等災害対策編は
時点修正のため，専門
部会は開催せずに修正
を実施。
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２．修正方針

①東日本大震災の教訓の反映

○ 東日本大震災を踏まえ，これまで実施してきた防災対策の一層の強化を図る。
○ 県民の生命，身体及び財産を地震災害から守り，安全・安心に暮らせるみやぎ
の県土づくりを進める。

②県の検証結果等の反映

○県の6か月間の災害対応とその検証の結果等，東日本大震災大震災から得られ
た教訓や課題を踏まえ，幅広く検討し，修正可能なものから見直す。

③国の防災基本計画の見直し内容の反映

○ 国の防災基本計画の見直しを踏まえ，修正可能なものから反映する。
○ 現在も行われている国等の検討結果等を受けて見直す必要があるものについ
ては，次年度以降で再度見直しを図る。
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３．構成の見直し

現行 修正案

第１章 総則

第２章 災害予防対策

第３章 災害応急対策

第４章 災害復旧・復興対策

第５章 津波対策

日本海溝特措法編

震災対策編

第１章 総則

第２章 災害対策本部の設置等

第３章 地震発生時の応急対策等

第４章 津波からの防護及び円滑な避難の確保に関する事項

第５章 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画

第６章 防災訓練計画

第７章 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画

第１章 総則

第２章 災害予防対策

第３章 災害応急対策

第４章 災害復旧・復興対策

地震災害対策編

第１章 総則

第２章 災害予防対策

第３章 災害応急対策

第４章 災害復旧・復興対策

津波災害対策編

現行の「震災対策編」をベースに，新たに｢地震災害対策編｣「津波災害対策編」に再編

○ 東日本大震災では，“津波”災害により広域にわたり甚大な被害
○ 国の防災基本計画（H23.12改定）では，新たに「第３編 津波災害対策編」を策定

①日本海溝特措法編も盛り込み，地震災害対策編と津波災害対策編を別編とする



３．構成の見直し

地震災害対策編 構成

第１節 計画の目的と構成
第２節 各機関の役割と業務大綱
第３節 宮城県を取り巻く地震環境
第４節 対象とする地震

津波災害対策編 構成

第１節 計画の目的と構成
第２節 各機関の役割と業務大綱
第３節 宮城県内の地震等観測体制
第４節 宮城県の津波被害
第５節 対象とする津波

日本海溝特措法編

第１章 総則
第１節 推進計画の目的
第２節 推進地域
第３節 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策

として行う事務又は業務の大綱

推進計画を兼ねることを記載

②節の追加・変更

■地震災害対策編・津波災害対策編 第１章 総則

第２～３章は，概ね防災基本計画の流れに沿った構成に変更

○ 国で見直された防災基本計画に応じて必要事項を盛り込んでいく
○ 掲載事項の重要度を踏まえ，掲載順も防災基本計画と概ね整合を図る
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■地震災害対策編 第２章 災害予防対策

－

１１１１ 構造物・施設等の耐震性の確保についての基本的な考え方構造物・施設等の耐震性の確保についての基本的な考え方構造物・施設等の耐震性の確保についての基本的な考え方構造物・施設等の耐震性の確保についての基本的な考え方
２２２２ 地震に強い国づくり地震に強い国づくり地震に強い国づくり地震に強い国づくり
（１）主要交通・通信の機能強化，（２）首都の防災性の向上等，
（３）地震に強い国土の形成

３３３３ 地震に強いまちづくり地震に強いまちづくり地震に強いまちづくり地震に強いまちづくり
（１）地震に強い都市構造の形成，（２）建築物の安全化，
（３）ライフライン施設等の機能の確保，（４）崖地，液状化対策
（５）危険物施設等の安全確保，（６）災害応急対策等への備え

１１１１ 災害発生直前対策関係災害発生直前対策関係災害発生直前対策関係災害発生直前対策関係
２２２２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係
（１）情報の収集・連絡体制の整備，（２）情報の分析整理，
（３）通信手段の確保，（４）職員の体制，（５）防災関係機関相互の連絡体制，
（６）都道府県等と自衛隊との連絡体制，（７）公的機関等の業務継続性の確保，
（８）防災中枢機能等の確保，充実
３３３３ 救助・救急，医療及び消火活動関係救助・救急，医療及び消火活動関係救助・救急，医療及び消火活動関係救助・救急，医療及び消火活動関係
（１）救助・救急活動関係，（２）医療活動関係，（３）消火活動関係

４４４４ 緊急輸送活動関係緊急輸送活動関係緊急輸送活動関係緊急輸送活動関係
５５５５ 避難収容及び情報提供活動関係避難収容及び情報提供活動関係避難収容及び情報提供活動関係避難収容及び情報提供活動関係
（１）避難誘導，（２）避難場所，（３）応急仮設住宅，（４）帰宅困難者対策，
（５）被災者等への的確な情報伝達活動関係

６６６６ 物資の調達，供給活動関係物資の調達，供給活動関係物資の調達，供給活動関係物資の調達，供給活動関係
７７７７ 応急復旧及び二次災害の防止活動関係応急復旧及び二次災害の防止活動関係応急復旧及び二次災害の防止活動関係応急復旧及び二次災害の防止活動関係
８８８８ 複合災害対策関係複合災害対策関係複合災害対策関係複合災害対策関係
９９９９ 海外等からの支援の受入活動関係海外等からの支援の受入活動関係海外等からの支援の受入活動関係海外等からの支援の受入活動関係
１０１０１０１０ 防災関係機関等の防災訓練の実施防災関係機関等の防災訓練の実施防災関係機関等の防災訓練の実施防災関係機関等の防災訓練の実施
（１）国における防災訓練の実施，（２）地方における防災訓練の実施，
（３）実践的な訓練の実施と事後評価
１１１１１１１１ 災害復旧・復興への備え災害復旧・復興への備え災害復旧・復興への備え災害復旧・復興への備え
（１）災害廃棄物の発生への対応，（２）各種データの整備保全，
（３）復興対策の研究，（４）地震保険制度の充実

１１１１ 防災思想の普及，徹底防災思想の普及，徹底防災思想の普及，徹底防災思想の普及，徹底
２２２２ 防災知識の普及，訓練防災知識の普及，訓練防災知識の普及，訓練防災知識の普及，訓練
（１）防災知識の普及，（２）防災関連設備等の普及，（３）防災訓練の実施,指導
（４）防災知識の普及，訓練における災害時要援護者等への配慮

３３３３ 国民の防災活動の環境整備国民の防災活動の環境整備国民の防災活動の環境整備国民の防災活動の環境整備

（１）消防団，自主防災組織，自主防犯組織の育成強化，
（２）防災ボランティア活動の環境整備，（３）企業防災の促進

４４４４ 災害教訓の伝承災害教訓の伝承災害教訓の伝承災害教訓の伝承

第１節 想定される地震の適切な設
定と対策の基本的考え方

第２節 地震に強い国づくり，まちづ
くり

第３節 国民の防災活動の促進

第４節 地震災害及び地震防災に
関する研究及び観測等の推進

第５節 迅速かつ円滑な災害応急
対策，災害復旧・復興への備え

（１）地震及び地震防災に関する研究の推進，（２）予測，観測の充実・強化等
（３）統合的研究の推進，（４）防災対策研究の国際的な情報発信

防災基本計画 第２編 地震災害対策編 構成 地震災害対策編 構成

第１節 総則総則総則総則

第２節 地震に強いまちの形成地震に強いまちの形成地震に強いまちの形成地震に強いまちの形成
第３節 地盤にかかる施設等の災害対策
第４節 海岸保全施設等の整備
第５節 交通施設の災害対策
第６節 都市の防災対策
第７節 建築物等の耐震化対策
第８節 ライフライン施設等の予防対策
第９節 危険物施設等の予防対策

第１６節 情報通信網の整備
第１７節 職員の配備体制
第１８節 防災拠点等の整備
第１９節 相互応援体制の整備
第２０節 医療救護体制の整備
第２１節 火災予防対策
第２２節 緊急輸送体制の整備
第２３節 避難対策避難対策避難対策避難対策
第２４節 避難収容対策
第２５節 食料，飲料水及び生活物資の確保
第２６節 災害時要援護者・外国人対応
第２７節 複合災害対策複合災害対策複合災害対策複合災害対策
第２８節 廃棄物対策
第２９節 積雪寒冷地域における地震災害予防

第１０節 防災知識の普及
第１１節 地震防災訓練の実施
第１２節 自主防災組織の育成
第１３節 ボランティアの受入れ
第１４節 企業等の防災対策の推進

第１５節 地震調査研究等の推進

新設新設新設新設

現１節
現２節
現３節
現４節
現５節
現６節
現７節
現８節

現１０節
現９節
現１１節
現１２節
現１４節
現１５節
現１３節
新設新設新設新設
現１６節
現１７節
現１９節
新設新設新設新設
現２０節
現２１節

現２２節
現２３節
現２４節
現１８節
現２５節

現２６節
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第１節 災害発生直前の対策

第３節 救助・救急，医療及び消火
活動

第４節 緊急輸送のための交通の
確保・緊急輸送活動

地震災害対策編 構成

■地震災害対策編 第３章 災害応急対策

第２節 発災直後の情報の収集・連
絡及び活動体制の確立

防災基本計画 第２編 地震災害対策編 構成

－

１１１１ 災害情報の収集・連絡災害情報の収集・連絡災害情報の収集・連絡災害情報の収集・連絡
（１）地震情報の連絡，（２）被害規模の早期把握のための活動，
（３）地震発生直後の被害の第一次情報等の収集・連絡，
（４）一般被害情報等の収集・連絡，（５）応急対策活動情報の連絡

２２２２ 通信手段の確保通信手段の確保通信手段の確保通信手段の確保
３３３３ 地方公共団体の活動体制地方公共団体の活動体制地方公共団体の活動体制地方公共団体の活動体制
４４４４ 広域的な応援体制広域的な応援体制広域的な応援体制広域的な応援体制
５５５５ 国における活動体制国における活動体制国における活動体制国における活動体制
（１）内閣官房，指定行政機関，公共機関の活動体制，
（２）災害対策関係省庁連絡会議の開催等，
（３）緊急参集チームの参集及び関係閣僚協議の実施，
（４）非常災害対策本部の設置と活動体制，
（５）緊急災害対策本部の設置と活動体制，
（６）災害緊急事態の布告及び緊急災害対策本部の設置，
（７）非常本部等の調査団等の派遣，現地対策本部の設置，
（８）南関東地域において大地震が発生した場合の参集方法等，
（９）自衛隊の災害派遣

１１１１ 救助・救急活動救助・救急活動救助・救急活動救助・救急活動
（１）住民及び自主防災組織の役割，
（２）被災地方公共団体による救助・救急活動，
（３）被災地域外の地方公共団体及び国の各機関による救助・救急活動，
（４）資機材等の調達等

２２２２ 医療活動医療活動医療活動医療活動
（１）被災地域内の医療機関による医療活動，
（２）被災地域外からの災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の派遣，
（３）被災地域外での医療活動，（４）広域後方医療施設への傷病者の搬送，
（５）被災者の心のケア対策

３３３３ 消火活動消火活動消火活動消火活動
（１）地方公共団体等による消火活動，
（２）被災地域外の地方公共団体による応援

４４４４ 惨事ストレス対策惨事ストレス対策惨事ストレス対策惨事ストレス対策

１１１１ 交通の確保・緊急輸送活動の基本方針交通の確保・緊急輸送活動の基本方針交通の確保・緊急輸送活動の基本方針交通の確保・緊急輸送活動の基本方針
（１）輸送に当たっての配慮事項，（２）輸送対象の想定

２２２２ 交通の確保交通の確保交通の確保交通の確保
（１）非常本部等による調整等，（２）道路交通規制等，（３）道路啓開等，
（４）航路等の障害物除去等，（５）港湾及び漁港の応急復旧等，
（６）海上交通の整理等，（７）空港等の応急復旧等，（８）航空管制等，
（９）鉄道交通の確保，（１０）広域輸送拠点の確保

３３３３ 緊急輸送緊急輸送緊急輸送緊急輸送
４４４４ 緊急輸送のための燃料の確保緊急輸送のための燃料の確保緊急輸送のための燃料の確保緊急輸送のための燃料の確保

第１節 情報の収集・伝達
第２節 災害広報活動
第３節 防災活動体制
第４節 相互応援活動
第５節 災害救助法の適用
第６節 自衛隊の災害派遣

第７節 救急・救助活動
第８節 医療救護活動
第９節 消火活動

第１０節 交通・輸送活動
第１１節 ヘリコプターの活動

現２節
現３節
現１節
現１１節
現４節
現１０節

現５節
現６節
現７節

現８節
現９節
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地震災害対策編 構成

■地震災害対策編 第３章 災害応急対策

防災基本計画 第２編 地震災害対策編 構成

第９節 応急復旧及び二次災害・複
合災害の防止活動

第７節 保健衛生，防疫，遺体の処
理等に関する活動

第１０節 自発的支援の受入れ

第８節 社会秩序の維持，物価の安
定等に関する活動

第５節 避難収容及び情報提供活
動

第６節 物資の調達，供給活動

１１１１ 避難誘導の実施避難誘導の実施避難誘導の実施避難誘導の実施
２２２２ 避難場所避難場所避難場所避難場所
（１）避難場所の開設，（２）避難場所の運営管理

３３３３ 応急仮設住宅等応急仮設住宅等応急仮設住宅等応急仮設住宅等
（１）被災都道府県による応急仮設住宅の提供，
（２）応急仮設住宅に必要な資機材の調達，（３）応急仮設住宅の運営管理

４４４４ 広域一時滞在広域一時滞在広域一時滞在広域一時滞在
５５５５ 災害時要援護者への配慮災害時要援護者への配慮災害時要援護者への配慮災害時要援護者への配慮
６６６６ 帰宅困難者対策帰宅困難者対策帰宅困難者対策帰宅困難者対策
７７７７ 被災者等への的確な情報伝達活動被災者等への的確な情報伝達活動被災者等への的確な情報伝達活動被災者等への的確な情報伝達活動
（１）被災者への情報伝達活動，（２）国民への的確な情報の伝達，
（３）住民等からの問合せに対する対応，（４）海外への情報発信

（１）非常本部等による調整等，（２）地方公共団体による物資の調達，供給，
（３）国による物資の調達，供給，（４）運送事業者である公共機関の活動

１１１１ 保健衛生保健衛生保健衛生保健衛生
２２２２ 防疫活動防疫活動防疫活動防疫活動
３３３３ 遺体の処理等遺体の処理等遺体の処理等遺体の処理等

１１１１ 社会秩序の維持社会秩序の維持社会秩序の維持社会秩序の維持
２２２２ 物価の安定，物資の安定供給物価の安定，物資の安定供給物価の安定，物資の安定供給物価の安定，物資の安定供給

１１１１ 施設・設備等の応急復旧活動施設・設備等の応急復旧活動施設・設備等の応急復旧活動施設・設備等の応急復旧活動
（１）施設，設備の応急復旧活動，
（２）ライフライン施設に関する非常本部等の関与，
（３）住宅の応急復旧活動

２２２２ 二次災害の防止活動二次災害の防止活動二次災害の防止活動二次災害の防止活動
（１）水害・土砂災害対策，（２）建築物，構造物の倒壊，
（３）高潮，波浪等の対策，（４）爆発物及び有害物質による二次災害対策

３３３３ 複合災害発生時の体制複合災害発生時の体制複合災害発生時の体制複合災害発生時の体制

１１１１ ボランティアの受入れボランティアの受入れボランティアの受入れボランティアの受入れ
２２２２ 国民等からの義援物資，義援金の受入れ国民等からの義援物資，義援金の受入れ国民等からの義援物資，義援金の受入れ国民等からの義援物資，義援金の受入れ
（１）義援物資の受入れ，（２）義援金の受入れ

３３３３ 海外等からの支援の受入れ海外等からの支援の受入れ海外等からの支援の受入れ海外等からの支援の受入れ

第３０節 ボランティア活動
第３１節 海外からの支援の受入

第１２節 避難活動
第１３節 応急住宅等の確保
第１４節 相談活動
第１５節 災害時要援護者・外国人対応
第１６節 愛玩動物の収容対策

第１７節 食料，飲料水及び生活必需品の
調達・供給活動

第１８節 防疫・保健衛生活動
第１９節 遺体等の捜索・処理・埋葬
第２０節 廃棄物処理活動

第２１節 社会秩序維持活動
第２２節 教育活動

第２３節 防災資機材及び労働力の確保
第２４節 公共土木施設等の応急対策
第２５節 ライフライン施設等の応急復旧
第２６節 危険物施設等の安全確保
第２７節 農林水産業の応急対策
第２８節 二次災害・複合災害防止対策二次災害・複合災害防止対策二次災害・複合災害防止対策二次災害・複合災害防止対策
第２９節 応急公用負担等の実施

現１７節
現１２節

現１３節
現１４節
現１６節
現１８節
現１９節

現１５節

現２０節
現２１節
現２３節

現２２節
現２４節

現２５節
現２６節
現２７節
現２８節
現２９節
新設新設新設新設
現３０節
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第１節 地域の復旧・復興の基本方
向の決定

第２節 迅速な原状復旧の進め方

第３節 計画的復興の進め方

地震災害対策編 構成

第２節 生活再建支援
第３節 住宅復旧支援

第１節 災害復旧・復興計画

第４節 産業復興支援
第５節 都市基盤の復興対策
第６節 義援金の受入れ，配分
第７節 激甚災害の指定

－

１１１１ 被災施設の復旧等被災施設の復旧等被災施設の復旧等被災施設の復旧等
２２２２ 災害廃棄物の処理災害廃棄物の処理災害廃棄物の処理災害廃棄物の処理

１１１１ 復興計画の作成復興計画の作成復興計画の作成復興計画の作成
２２２２ 防災まちづくり防災まちづくり防災まちづくり防災まちづくり

－第４節 被災者等の生活再建等の
支援

第５節 被災中小企業の復興その
他経済復興の支援

－

防災基本計画 第２編 地震災害対策編 構成

現１節

現２節
現３節

現４節
現５節
現６節
現７節

第８節 災害対応の検証災害対応の検証災害対応の検証災害対応の検証 新設新設新設新設

■地震災害対策編 第４章 復旧・復興対策
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防災基本計画 第３編 津波災害対策編 構成 津波災害対策編 構成

第１５節 津波監視体制，伝達体制の整備津波監視体制，伝達体制の整備津波監視体制，伝達体制の整備津波監視体制，伝達体制の整備
第１６節 情報通信網の整備
第１７節 職員の配備体制
第１８節 防災拠点等の整備
第１９節 相互応援体制の整備
第２０節 医療救護体制の整備
第２１節 火災予防対策
第２２節 緊急輸送体制の整備
第２３節 避難対策避難対策避難対策避難対策
第２４節 避難収容対策
第２５節 食料，飲料水及び生活物資の確保
第２６節 災害時要援護者・外国人対応
第２７節 複合災害対策複合災害対策複合災害対策複合災害対策
第２８節 廃棄物対策

第２節 津波に強いまちの形成津波に強いまちの形成津波に強いまちの形成津波に強いまちの形成
第３節 海岸保全施設等の整備
第４節 交通施設の災害対策
第５節 都市の防災対策
第６節 建築物等の安全化対策
第７節 ライフライン施設等の予防対策
第８節 危険物施設等の予防対策

第１節 総則総則総則総則

第９節 防災知識の普及
第１０節 地震・津波防災訓練の実施
第１１節 自主防災組織の育成
第１２節 ボランティアの受入れ
第１３節 企業等の防災対策の推進

第１４節 津波調査研究等の推進

■津波災害対策編 第２章 災害予防対策

－

１１１１ 総合的な津波災害対策のための基本的な考え方総合的な津波災害対策のための基本的な考え方総合的な津波災害対策のための基本的な考え方総合的な津波災害対策のための基本的な考え方
２２２２ 津波に強い国づくり津波に強い国づくり津波に強い国づくり津波に強い国づくり
（１）主要交通・通信の機能強化及び首都の防災性の向上，
（２）海岸保全施設等の整備の基本的考え方

３３３３ 津波に強いまちづくり津波に強いまちづくり津波に強いまちづくり津波に強いまちづくり
（１）津波に強いまちの形成，（２）避難関連施設の整備，
（３）建築物の安全化，（４）ライフライン施設等の機能の確保
（５）危険物施設等の安全確保，（６）災害応急対策等への備え

1 災害発生直前対策関係災害発生直前対策関係災害発生直前対策関係災害発生直前対策関係
（１）津波警報等の発表及び伝達，（２）住民等の避難誘導体制

２２２２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係
（１）情報の収集・連絡体制の整備，（２）情報の分析整理，
（３）通信手段の確保，（４）職員の体制，（５）防災関係機関相互の連携体制，
（６）都道府県等と自衛隊との連携体制，（７）公的機関等の業務継続性の確保，
（８）防災中枢機能等の確保，充実
３３３３ 救助・救急，医療及び消火活動関係救助・救急，医療及び消火活動関係救助・救急，医療及び消火活動関係救助・救急，医療及び消火活動関係
（１）救助・救急活動関係，（２）医療活動関係，（３）消火活動関係

４４４４ 緊急輸送活動関係緊急輸送活動関係緊急輸送活動関係緊急輸送活動関係
５５５５ 避難収容及び情報提供活動関係避難収容及び情報提供活動関係避難収容及び情報提供活動関係避難収容及び情報提供活動関係
（１）避難場所，（２）応急仮設住宅等，（３）帰宅困難者対策，
（４）被災者等への的確な情報伝達活動関係

６６６６ 物資の調達，供給活動関係物資の調達，供給活動関係物資の調達，供給活動関係物資の調達，供給活動関係
７７７７ 応急復旧及び二次災害の防止活動関係応急復旧及び二次災害の防止活動関係応急復旧及び二次災害の防止活動関係応急復旧及び二次災害の防止活動関係
８８８８ 複合災害対策関係複合災害対策関係複合災害対策関係複合災害対策関係
９９９９ 海外等からの支援の受入活動関係海外等からの支援の受入活動関係海外等からの支援の受入活動関係海外等からの支援の受入活動関係
１０１０１０１０ 防災関係機関等の防災訓練の実施防災関係機関等の防災訓練の実施防災関係機関等の防災訓練の実施防災関係機関等の防災訓練の実施
（１）国における防災訓練の実施，（２）地方における防災訓練の実施，
（３）実践的な訓練の実施と事後評価
１１１１１１１１ 災害復旧・復興への備え災害復旧・復興への備え災害復旧・復興への備え災害復旧・復興への備え
（１）災害廃棄物の発生への対応，（２）各種データの整備保全，
（３）復興対策の研究，（４）地震保険制度の充実

１１１１ 防災思想の普及，徹底防災思想の普及，徹底防災思想の普及，徹底防災思想の普及，徹底
２２２２ 防災知識の普及，訓練防災知識の普及，訓練防災知識の普及，訓練防災知識の普及，訓練
（１）防災知識の普及，（２）防災訓練の実施，指導，
（３）防災知識の普及，訓練における災害時要援護者への配慮

３３３３ 国民の防災活動の環境整備国民の防災活動の環境整備国民の防災活動の環境整備国民の防災活動の環境整備
（１）消防団，自主防災組織，自主防犯組織の育成強化，
（２）防災ボランティア活動の環境整備，（３）企業防災の促進

４４４４ 災害教訓の伝承災害教訓の伝承災害教訓の伝承災害教訓の伝承

第１節 想定される津波の適切な設
定と対策の基本的考え方

第２節 津波に強い国づくり，まちづ
くり

第３節 国民の防災活動の促進

第４節 津波災害及び津波防災に
関する研究及び観測等の推進

第５節 迅速かつ円滑な災害応急
対策，災害復旧・復興への備え

（１）津波及び津波防災に関する研究の推進，（２）予測，観測の充実・強化等，
（３）統合的研究の推進，（４）防災対策研究の国際的な情報発信

新設新設新設新設

新設新設新設新設
現３節
現４節
現５節
現６節
現７節
現８節

現２２節
現２３節
現２４節
現１８節
現２５節

新設新設新設新設
現１０節
現９節
現１１節
現１２節
現１４節
現１５節
現１３節
新設新設新設新設
現１６節
現１７節
現１９節
新設新設新設新設
現２０節

現２６節
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第１節 災害発生直前の対策

第３節 救助・救急，医療及び消火
活動

第４節 緊急輸送のための交通の
確保・緊急輸送活動

津波災害対策編 構成

■津波災害対策編 第３章 災害応急対策

第２節 発災直後の情報の収集・連
絡及び活動体制の確立

防災基本計画 第３編 津波災害対策編 構成

１１１１ 津波警報等の伝達津波警報等の伝達津波警報等の伝達津波警報等の伝達
２２２２ 住民等の避難誘導住民等の避難誘導住民等の避難誘導住民等の避難誘導

１１１１ 災害情報の収集・連絡災害情報の収集・連絡災害情報の収集・連絡災害情報の収集・連絡
（１）津波に関する情報の連絡，（２）被害規模の早期把握のための活動，
（３）地震発生直後の被害の第一次情報等の収集・連絡，
（４）一般被害情報等の収集・連絡，（５）応急対策活動情報の連絡

２２２２ 通信手段の確保通信手段の確保通信手段の確保通信手段の確保
３３３３ 地方公共団体の活動体制地方公共団体の活動体制地方公共団体の活動体制地方公共団体の活動体制
４４４４ 広域的な応援体制広域的な応援体制広域的な応援体制広域的な応援体制
５５５５ 国における活動体制国における活動体制国における活動体制国における活動体制
（１）内閣官房，指定行政機関，公共機関の活動体制，
（２）災害対策関係省庁連絡会議の開催等，
（３）緊急参集チームの参集及び関係閣僚協議の実施，
（４）非常災害対策本部の設置と活動体制，
（５）緊急災害対策本部の設置と活動体制，
（６）災害緊急事態の布告及び緊急災害対策本部の設置，
（７）非常本部等の調査団等の派遣，現地対策本部の設置，
（８）自衛隊の災害派遣

１１１１ 救助・救急活動救助・救急活動救助・救急活動救助・救急活動
（１）住民及び自主防災組織の役割，
（２）被災地方公共団体による救助・救急活動，
（３）被災地域外の地方公共団体及び国の各機関による救助・救急活動，
（４）資機材等の調達等

２２２２ 医療活動医療活動医療活動医療活動
（１）被災地域内の医療機関による医療活動，
（２）被災地域外からの災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の派遣，
（３）被災地域外での医療活動，（４）広域後方医療施設への傷病者の搬送，
（５）被災者の心のケア対策

３３３３ 消火活動消火活動消火活動消火活動
（１）地方公共団体等による消火活動，
（２）被災地域外の地方公共団体による応援

４４４４ 惨事ストレス対策惨事ストレス対策惨事ストレス対策惨事ストレス対策

１１１１ 交通の確保・緊急輸送活動の基本方針交通の確保・緊急輸送活動の基本方針交通の確保・緊急輸送活動の基本方針交通の確保・緊急輸送活動の基本方針
（１）輸送に当たっての配慮事項，（２）輸送対象の想定

２２２２ 交通の確保交通の確保交通の確保交通の確保
（１）非常本部等による調整等，（２）道路交通規制等，（３）道路啓開等，
（４）航路等の障害物除去等，（５）港湾及び漁港の応急復旧等，
（６）海上交通の整理等，（７）空港等の応急復旧等，（８）航空管制等，
（９）鉄道交通の確保，（１０）広域輸送拠点の確保

３３３３ 緊急輸送緊急輸送緊急輸送緊急輸送
４４４４ 緊急輸送のための燃料の確保緊急輸送のための燃料の確保緊急輸送のための燃料の確保緊急輸送のための燃料の確保

第１節 情報の収集・伝達
第２節 災害広報活動
第３節 防災活動体制
第４節 相互応援活動
第５節 災害救助法の適用
第６節 自衛隊の災害派遣

第７節 救急・救助活動
第８節 医療救護活動
第９節 消火活動

第１０節 交通・輸送活動
第１１節 ヘリコプターの活動

現２節
現３節
現１節
現１１節
現４節
現１０節

現５節
現６節
現７節

現８節
現９節
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第５節 避難収容及び情報提供活
動

第９節 応急復旧及び二次災害・複
合災害の防止活動

第７節 保健衛生，防疫，遺体の処
理等に関する活動

第１０節 自発的支援の受入れ

第６節 物資の調達，供給活動

第８節 社会秩序の維持，物価の安
定等に関する活動

津波災害対策編 構成

■津波災害対策編 第３章 災害応急対策

防災基本計画 第３編 津波災害対策編 構成

１１１１ 避難場所避難場所避難場所避難場所
（１）避難場所の開設，（２）避難場所の運営管理

２２２２ 応急仮設住宅等応急仮設住宅等応急仮設住宅等応急仮設住宅等
（１）被災都道府県による応急仮設住宅の提供，
（２）応急仮設住宅に必要な資機材の調達，（３）応急仮設住宅の運営管理

３３３３ 広域一時滞在広域一時滞在広域一時滞在広域一時滞在
４４４４ 災害時要援護者への配慮災害時要援護者への配慮災害時要援護者への配慮災害時要援護者への配慮
５５５５ 帰宅困難者対策帰宅困難者対策帰宅困難者対策帰宅困難者対策
６６６６ 被災者等への的確な情報伝達活動被災者等への的確な情報伝達活動被災者等への的確な情報伝達活動被災者等への的確な情報伝達活動
（１）被災者への情報伝達活動，（２）国民への的確な情報の伝達，
（３）住民等からの問合せに対する対応，（４）海外への情報発信

（１）非常本部等による調整等，（２）地方公共団体による物資の調達，供給，
（３）国による物資の調達，供給，（４）運送事業者である公共機関の活動

１１１１ 保健衛生保健衛生保健衛生保健衛生
２２２２ 防疫活動防疫活動防疫活動防疫活動
３３３３ 遺体の処理等遺体の処理等遺体の処理等遺体の処理等

１１１１ 社会秩序の維持社会秩序の維持社会秩序の維持社会秩序の維持
２２２２ 物価の安定，物資の安定供給物価の安定，物資の安定供給物価の安定，物資の安定供給物価の安定，物資の安定供給

１１１１ 施設・設備等の応急復旧活動施設・設備等の応急復旧活動施設・設備等の応急復旧活動施設・設備等の応急復旧活動
（１）施設，設備の応急復旧活動，
（２）ライフライン施設に関する非常本部等の関与，
（３）住宅の応急復旧活動

２２２２ 二次災害の防止活動二次災害の防止活動二次災害の防止活動二次災害の防止活動
（１）水害・土砂災害対策，（２）建築物，構造物の倒壊，
（３）高潮，波浪等の対策，（４）爆発物及び有害物質による二次災害対策

３３３３ 複合災害発生時の体制複合災害発生時の体制複合災害発生時の体制複合災害発生時の体制

１１１１ ボランティアの受入れボランティアの受入れボランティアの受入れボランティアの受入れ
２２２２ 国民等からの義援物資，義援金の受入れ国民等からの義援物資，義援金の受入れ国民等からの義援物資，義援金の受入れ国民等からの義援物資，義援金の受入れ
（１）義援物資の受入れ，（２）義援金の受入れ

３３３３ 海外等からの支援の受入れ海外等からの支援の受入れ海外等からの支援の受入れ海外等からの支援の受入れ

第３０節 ボランティア活動
第３１節 海外からの支援の受入

第１２節 避難活動
第１３節 応急住宅等の確保
第１４節 相談活動
第１５節 災害時要援護者・外国人対応
第１６節 愛玩動物の収容対策

第１７節 食料，飲料水及び生活必需品の
調達・供給活動

第１８節 防疫・保健衛生活動
第１９節 遺体等の捜索・処理・埋葬
第２０節 廃棄物処理活動

第２１節 社会秩序維持活動
第２２節 教育活動

第２３節 防災資機材及び労働力の確保
第２４節 公共土木施設等の応急対策
第２５節 ライフライン施設等の応急復旧
第２６節 危険物施設等の安全確保
第２７節 農林水産業の応急対策
第２８節 二次災害・複合災害防止対策二次災害・複合災害防止対策二次災害・複合災害防止対策二次災害・複合災害防止対策
第２９節 応急公用負担等の実施

現１７節
現１２節

現１３節
現１４節
現１６節
現１８節
現１９節

現１５節

現２０節
現２１節
現２３節

現２２節
現２４節

現２５節
現２６節
現２７節
現２８節
現２９節
新設新設新設新設
現３０節
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津波災害対策編 構成防災基本計画 第３編 津波災害対策編 構成

第１節 地域の復旧・復興の基本方
向の決定

第２節 迅速な原状復旧の進め方

第３節 計画的復興の進め方

第２節 生活再建支援
第３節 住宅復旧支援

第１節 災害復旧・復興計画

第４節 産業復興支援
第５節 都市基盤の復興対策
第６節 義援金の受入れ，配分
第７節 激甚災害の指定

－

１１１１ 被災施設の復旧等被災施設の復旧等被災施設の復旧等被災施設の復旧等
２２２２ 災害廃棄物の処理災害廃棄物の処理災害廃棄物の処理災害廃棄物の処理

１１１１ 復興計画の作成復興計画の作成復興計画の作成復興計画の作成
２２２２ 防災まちづくり防災まちづくり防災まちづくり防災まちづくり

－第４節 被災者等の生活再建等の
支援

第５節 被災中小企業の復興その
他経済復興の支援

－

現１節

現２節
現３節

現４節
現５節
現６節
現７節

第８節 災害対応の検証災害対応の検証災害対応の検証災害対応の検証 新設新設新設新設

■津波災害対策編 第４章 復旧・復興対策
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４．修正のポイント

（１）「減災」に向けた対策の推進

○津波に強いまちの形成
・ 津波避難を考慮した土地利用計画・施設配置
・ 地域防災計画・都市計画の計画相互の有機的な連携

○津波避難計画の作成
・ 具体的かつ実践的な津波避難計画の策定及び周知徹底
・ 多様な主体の参画による地域ごとの避難計画策定支援

○地震に強いまちの形成
・ 地震に強い都市構造の形成

○地震の揺れによる被害の軽減対策
・ ブロック塀等の安全対策， 非構造部材の脱落防止対策の強化

○高層建築物における安全対策
・ エレベーターによる閉じ込め防止対策
・ 高層建築物における長周期震動対策及び居住者に対する啓発

○液状化対策
・ 浅部の地盤データ収集及びデータベース化の充実
・ 液状化に有効な基礎構造等についての県民への情報提供
・ 液状化ハザードマップの作成

■ ハード対策によって地震・津波による被害をできるだけ軽減。

■ それを超える地震・津波に対し，ソフト対策により，人命が失われないことを最重
視し，経済的被害ができるだけ少なくなるよう，さまざまな対策を組み合わせる。



15151515

４．修正のポイント

（２）津波避難等の災害応急対策，災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための体制
整備

○避難指示等の伝達体制の整備
・ 避難指示等の発令基準の設定
・ 多様な情報伝達手段・確実な伝達方法の確保，プッシュ型の情報伝達
・ 迅速・的確な避難行動に結びつけるような表現方法や内容等の検討

○防災体制の整備
・ 防災担当職員の育成・人材確保対策
・ 業務継続計画（BCP）の策定，定期的な訓練による点検，評価及び検証
・ 水防本部の設置と応急対策の明記
・ 職員の安否確認の実施

○防災拠点等の整備
・ 庁舎等の設置場所の見直し
・ 総合的な防災機能を有する拠点・街区の整備，自家発電及び燃料備蓄，及び
点検・訓練の実施

■ 津波警報・注意報等の情報伝達体制や地震・津波観測体制，防災体制等の充
実・強化。

■ 具体的かつ実践的なハザードマップの整備，防災教育，防災訓練の充実，避難
場所・津波避難ビル等や避難路・避難階段の整備などのまちづくりと一体となった
地域防災力の向上。
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４．修正のポイント

（２）津波避難等の災害応急対策，災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための体制
整備

○医療救護体制の整備
・ 県災害医療コーディネーターの設置
・ 市町村の医療救護体制の整備
・ 災害時の情報連絡体制の整備
・ 医薬品等及び輸血用血液の備蓄・供給体制

○緊急輸送体制の整備
・ 緊急輸送ネットワークの形成
・ 臨時へリポートの確保，建物屋上の対空表示の整備

○避難対策
・ 徒歩避難の原則の周知，やむを得ない場合の自動車での避難方策の検討
・ 避難場所，避難路，避難ビル，避難所の整備と確保
・ 防災対応や避難誘導・支援にあたる者の安全対策
・ 児童・生徒，幼児等の保護者への引渡しルールの徹底

○避難収容対策
・ 帰宅困難者対策の基本原則の周知
・ 孤立集落における通信途絶の防止対策

○食料，飲料水，及び生活物資の確保
・ 食料及び生活物資等の十分な備蓄量の確保，輸送体制の整備
・ 燃料の調達・供給体制の整備



○ボランティアの受入れ
・ 災害ボランティア活動の環境整備

○相互応援体制の整備
・ 応援計画や受援計画等の受入体制の整備
・ 遠方の地方公共団体との協定締結
・ 県による市町村への応援及び職員派遣
・ 協定締結機関との非常時連絡手段の確保
・ 要請を待たないプッシュ型の物資供給
・ 資機材及び施設等の相互利用等に関する応援体制の充実
・ 救援活動拠点の確保及び候補地のリスト化
・ 関係団体との連携強化及び民間事業者のノウハウ活用

17

４．修正のポイント

（３）大規模災害時における広域応援体制の充実・強化

■ 近隣市町村のみならず，都道府県の区域を越えた地方公共団体間における相互
応援協定の締結など，広域応援について円滑に実施できる体制の構築。
■ 災害に備え，多種・多様な団体との災害時の応援協定の締結の推進。
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４．修正のポイント

○被災者等への情報伝達体制等の整備
・ 被災者等への多様な伝達手段の確保

○災害広報活動
・ 正確な情報提供による社会的混乱の防止
・ 居住に関する支援制度に関する情報提供

（４）被災者等への適時・的確な情報伝達

■ 被災後の社会的混乱を防止し，民心の安定を図るとともに，被災地の住民等の
適切な判断と行動を助け，住民等の安全を確保するため，正確かつわかりやすい
情報の速やかな公表と伝達，広報活動を実施。



○防災知識の普及
・ 避難行動に関する知識や津波の特性等に関する知識
・ 家庭内での予防・安全対策
・ 地域の実情に応じた学校安全計画，児童・生徒等に対する防災教育
・ 県民による災害教訓の伝承，防災活動への参加による防災意識の向上
・ 防災指導員の養成及び活動の推進
・ 災害教訓の伝承

○防災訓練の充実
・ 防災訓練における訓練内容の明確化と訓練成果のとりまとめ
・ 具体的かつ実践的な訓練の実施
・ 学校・企業における防災訓練の明記
・ 避難所運営訓練の実施

○自主防災組織の育成
・ 自主防災組織の育成・指導及び女性の参画の促進
・ 災害時要援護者の情報把握と共有

19

４．修正のポイント

（５）自助・共助による取組みの強化

■ 「自らの身の安全は自らが守る」との観点から，県民，事業者等様々な主体によ
る「自助」・「共助」の取組みを強化。
■ 協働により，組織・団体が積極的に地域を守るような社会の構築を推進。



○防災用資機材等の整備
・ 地域内での防災用資機材等の確保対策

○津波による出火防止・火災予防の徹底
・ 津波による火災予防対策検討の指導

○二次災害の防止
・ 余震・誘発地震への対応
・ 海岸漂着危険物への対応
・ 有害物質等への対応
・ 風評被害等の軽減対策

20

４．修正のポイント

（６）二次災害の防止

■ 二次災害を防止する体制の整備や資機材の備蓄を推進。

■ 迅速かつ円滑な応急対策を実施するための通信施設等，及び二次災害を防止
するための国土保全施設等の整備を推進。
■ 被災者の生活確保のため，ライフライン及び公共施設の応急復旧を迅速化。
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４．修正のポイント

○災害廃棄物の処理
・ 災害廃棄物の計画的な処理の実施
・ 建築物の解体等による石綿の飛散防止
・ 海に流出した災害廃棄物の処理

（７）迅速かつ適切な災害廃棄物処理

■ 大量の災害廃棄物の発生に備え，広域処理体制を確立。



○避難対策
・ 要援護者の避難誘導・救助の優先，及び避難後の要援護者支援方策の検討

○避難収容対策
・ 避難が長期化する場合の要援護者への配慮

○災害時要援護者・外国人対応
・ 要援護者避難支援プランの策定
・ 要援護者の所在情報の整備
・ 福祉避難所の確保
・ 要援護者の特性に配慮した通信手段の普及
・ 外国人向けの相談体制及び多言語による情報提供等
・ 要援護者自身の備え

22

４．修正のポイント

（８）災害時要援護者対応

■ 平常時から災害時要援護者に関する情報の把握及び関係者との共有。
■ 災害時要援護者の避難対策の充実・強化。
■ 防災，医療，保健，福祉等の各専門分野の連携による支援体制・方策の強化。
■ 情報伝達，物資，避難場所や応急仮設住宅等における配慮。
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４．修正のポイント

○情報通信網の整備
・ 情報伝達ルートの多重化
・ 通信等設備の耐震・耐浪化，停電対策，燃料切れへの備え等の堅牢化
・ テレビ，ラジオ，携帯電話，ワンセグ等の伝達手段の多様化

（９）携帯電話・インターネット等の情報通信ネットワークの耐災化、
補完的機能の充実

■ 携帯電話，インターネット等の情報通信ネットワークを活用した，伝達手段の耐災
化，多重化，多様化。

○複合災害対策
・ 複合災害の応急対策への備え
・ 複合災害に関する防災活動
・ 複合災害発生時の体制

（１０）複合災害の考慮

■ 一つの災害が他の災害を誘発し，それぞれが原因となり，あるいは結果となって
全体としての災害を大きくすることを意識し，より厳しい事態を想定した対策。
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４．修正のポイント

○男女共同参画等
・ 防災訓練での男女双方の視点への配慮
・ 避難所運営への女性の参画推進
・ 応急仮設住宅の管理への女性の参画推進
・ 復旧・復興への女性や要援護者の参画促進

（１１）多様な主体の参画による防災体制の確立

■ 地方防災会議の委員への任命など，防災に関する政策・方針決定過程及び防災
の現場における女性や高齢者，障害者などの参画を拡大。
■ 男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立。
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４．修正のポイント

○教育活動
・ 被災した児童・生徒及び教職員の心身の健康管理
・ 被災した生徒の修学支援
・ 児童・生徒の通学手段の確保

○復旧・復興支援
・ 必要に応じた災害復興基金の設立等
・ 生活再建支援，住宅復旧支援
・ 住民の安全と環境保全に配慮した防災まちづくりの推進
・ 学校施設の防災対策の強化及び地域コミュニティーの拠点形成

○災害対応の検証
・ 大規模災害発生時の災害対応における問題・課題の抽出
・ 部局横断的な検証部会の設置及び外部有識者を加えた検証委員会の検討
・ 検証結果の地域防災計画・各種マニュアル等への反映

（１２）円滑な復旧・復興

■ 被災者の生活再建を支援し，再度災害の防止に配慮した施設の復旧を図り，よ
り安全性に配慮した地域振興のための基礎的な条件づくり

■ 災害により地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み，可能な限り迅速かつ円
滑な復旧・復興を図る。


